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平成20年９月25日 

株式会社名古屋証券取引所 

自主規制グループ 

新 規 上 場 会 社 概 要 
 

会 社 名    株 式 会 社 電 算 シ ス テ ム  

（英訳名  Densan System Co.,Ltd.） 

 

代表者の役職氏名  代表取締役社長 宮 地 正 直 

本 店 所 在 地  
〒501-6196 岐阜県岐阜市日置江一丁目58番地 

℡(058)279-3456 

（最寄りの連絡場所）  
〒104-0033 東京都中央区新川一丁目25-9 新川シティビル 

℡(03)3206-1860 

Ｕ Ｒ Ｌ  http://www.densan-s.co.jp/ 

設 立 年 月 日  昭和42年３月14日 

事 業 の 内 容  
情報処理サービス、ソフトウェアの受託開発、情報システムの構築を中心と

する情報サービス事業及び収納代行サービス事業 

業種別分類・コード  情報・通信業 ３６３０ （新証券コード(ISIN)  JP3551420007） 

株 式 の 総 数  （平成20年６月30日現在） 

発行済株式総数  3,720,000株 

資 本 金  642,288千円 

（注）別に、上場時に900,000株の公募増資を予定しているが、資本組入額は未定である｡ 

 

上 場 有 価 証 券  （上場予定日  平成20年10月30日） 

銘   柄 種 類 上場株式数 単元株式数 

㈱電算システム 株式 普通株式 
株 

4,620,000 
株 

100 

(注) 上場株式数は、公募900,000株を含む。 

 

公募・売出しの要領 

公募・売出しの別 株式数 申込期間 払込日 受渡日 備   考 

 

公  募 

売 出 し 

ｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄに 

よる売出し(注)3 

株 

900,000 

400,000 

上限 

195,000 

平 

20.10.22 

～ 

20.10.27 

平 

 

20.10.29 

 

平 

 

20.10.30 

予定されている引受金融商品

取引業者及び引受株数は(注)2

のとおりである。 

公開価格の決定方法 
(ブック・ビルディング方式) 

(1) 仮条件決定日 平20.10.９ 
(2) 需要予測期間 平20.10.14～平20.10.20 
(3) 公開価格決定日 平20.10.21 

 (注) １．売出放出元  岐阜信用金庫 150,000株、内木一博 100,000株、山口篤美 60,000株、 

カワボウ㈱ 50,000株、大日本土木㈱ 40,000株 

２. 野村證券㈱ 1,053,000株、大和証券エスエムビーシー㈱ 117,000株、東海東京証券㈱ 65,000株、三菱

UFJ証券㈱ 39,000株、髙木証券㈱ 26,000株 

３．上記の売出しは、公募の需要状況を勘案し、野村證券（株）が同社株主から借入れる予定の同社普通株

式について追加的に行うものである。また、上記売出しに関連して、同社は、野村證券㈱を割当先とし、

平成20年11月28日を払込期日とする同社普通株式195,000株の第三者割当増資の決議を行っている。 
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既 上 場 取 引 所   なし 

           （東京証券取引所市場第二部に同時上場予定） 

 

Ⅰ．会 社 の 概 要 

１．役員の状況 

(1) 代表者の略歴 

役 職 名 
氏   名 

（生年月日） 
略     歴 

代表取締役 

社 長 
宮地
みやち

 正直
まさなお

 

(昭和15年５月28日生) 

昭和42年３月 同社入社 

昭和50年２月 同社取締役 

昭和54年２月 同社常務取締役 

昭和60年３月 同社専務取締役 

昭和62年３月 同社代表取締役社長（現任） 

平成２年８月 ㈱システムエンジニアリング取締役（現任） 

平成11年６月 ㈱システムアイシー取締役（現任） 

 

(2) その他の役員の役職・氏名 

（ 取 締 役 ）  
井戸 壽明、青井 八寿夫、秋月 建史、町田 孝道、田中 靖哲、 

舩江 和男、眞乗坊 愛敏、小林 領司 

（ 監 査 役 ）  澤邉 茂美、富坂 博（社外）、野田 勇司（社外） 

 

２．会社の沿革 

年 月 主    な    沿    革 

昭和42年 3月 岐阜県内主力4銀行及び繊維関係を中心とした主要企業29社の共同出資により、㈱岐阜電

子計算センターを設立（資本金：20,000千円、本社：岐阜県岐阜市司町） 

昭和49年 8月 オンライン・リアルタイムサービスを開始 

昭和52年 1月 ㈱電算システムに社名変更 

昭和53年10月 情報化促進企業として、通商産業大臣表彰を受賞 

昭和57年 5月 POSオンラインサービスを開始 

昭和57年10月 チェーンストア取引データ交換システムサービス（ＶＡＮ事業：付加価値通信網）を開始 

昭和59年 2月 郵政省「ＶＡＮ（付加価値通信網）事業者」に認定 

昭和59年 3月 本社を岐阜県岐阜市日置江に移転し、本社屋を新築 

昭和60年 6月 通商産業省の「電子計算機システム安全対策実施事業所」に認定 

平成 2年 7月 岐阜県高山市地元 15社と共同出資により、㈱システムエンジニアリングを設立（現・持分

法適用関連会社、本社：岐阜県高山市） 

平成 6年10月 本社屋を増築 

平成 7年 4月 Net Ware対応型Windows版異機種間通信エミュレータ「BE52Win」を販売開始 

平成 7年 7月 自社情報通信サービス網「ＤＳ・ＲＩＮＮＥＴ」によるネットワークサービスを開始 

平成 7年11月 歯科医院向けに「デンタルクィーン」を販売開始 

平成 8年 9月 インターネット接続サービス「alato-internet」を開始 

平成 9年 1月 収納代行サービス事業を開始 

平成10年 5月 システム開発及び研究の拠点として、岐阜県大垣市ソフトピアジャパン内に大垣テクノセン

ターを開設 

平成11年 6月 ㈱システムアイシー設立（現・連結子会社、本社：岐阜県岐阜市） 

平成12年 3月 経済産業省「システムインテグレータ企業」に登録・認定 

平成14年 3月 

平成15年５月 

平成15年５月 

経済産業省「システムオペレーション企業」に認定 

情報セキュリティマネージメントシステム（ＩＳＭＳ）の認証を取得 

岐阜本社にＩＤＣセンターを設置 
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平成17年７月 

平成19年５月 

平成19年７月 

平成19年８月 

「プライバシーマーク制度」に基づくプライバシーマーク認定事業所の資格を取得 

ＩＳＯ27001の認証を取得 

㈱コンピュータ･サポートより事業譲渡（譲受） 

一般労働者派遣事業許可の取得 

 

３．最近の発行済株式総数及び資本の額の推移 

年月日 
発行済株式

総数残高 

資 本 金 

残  高 

資本準備 

金 残 高 

新  株 

発行数 

分割比率 

(割当比率) 

払 込 

金 額 

資 本 

組入額 
備  考 

平19.１.31 

20.３.４ 

（予 定） 

20.10.30 

株 

744,000 

3,720,000 

 

4,620,000 

千円 

642,288 

642,288 

 

未 定 

千円 

342,144 

342,144 

 

未 定 

株 

144,000 

2,976,000 

 

900,000 

 

－ 

１：５ 

 

－ 

円 

4,753 

－ 

 

未 定 

円 

2,377 

－ 

 

未 定 

 

第三者割当 

株式分割 

 

公募 

(注) 発行可能株式総数 14,880,000株（平成20年６月30日現在）  

 

４．大株主の状況（平成20年６月30日現在） 

氏名又は名称 所有株式数 
発行済株式総数 

に占める割合 

 

ヒロタ㈱ 

電算システム従業員持株会 

岐阜信用金庫 

内木 一博 

宮地 正直 

㈱十六銀行 

三井情報㈱ 

㈱大垣共立銀行 

㈱岐阜銀行 

カワボウ㈱ 

株 

534,650 

433,285 

329,950 

206,335 

199,835 

185,950 

185,000 

179,950 

164,950 

103,810 

％ 

14.37 

11.65 

8.87 

5.55 

5.37 

5.00 

4.97 

4.84 

4.43 

2.79 

計 2,523,715 67.84 

 

５．株式事務の概要 

(1) 決 算 期  12月31日 

(2) 定 時 株 主 総 会 開 催 日  ３月中 

(3) 基 準 日  12月31日 

(4) 剰余金の配当の基準日  ６月30日、12月31日 

(5) 株 主 名 簿 管 理 人  中央三井信託銀行㈱ 

 

６．その他 

(1) 所 属 市 場  市場第二部 

(2) 事務幹事金融商品取引業者  野村證券㈱ 

(3) 監 査 人  監査法人 トーマツ 
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Ⅱ．事業の概要 

１． 主要な設備等の状況 (平成20年６月30日現在) 

 事 業 所  岐阜本社（岐阜県岐阜市）、東京本社（東京都中央区）、名古屋支社（名古屋市中

村区）、大阪支社（大阪市北区)、静岡営業所(静岡市駿河区)、大垣テクノセンタ

ー（岐阜県大垣市） 

 子 会 社 

関 連 会 社 

 ㈱システムアイシー（岐阜県岐阜市） 

㈱システムエンジニアリング（岐阜県高山市） 

 

２．販売実績（平成19年12月期） 

区  分 金 額 前年同期比 構成比 

 

情報サービス事業 

百万円 

10,920 

％ 

111.7 

％ 

67.8 

収納代行サービス 5,178 125.7 32.2 

合         計 16,099 115.9 100.0 

 

３．従 業 員 の 状 況  （平成20年６月30日現在） 

（１）連結会社    588名（別に臨時雇用従業員 31名(年間平均雇用人員)） 

（２）新規上場会社  568名（別に臨時雇用従業員 21名(年間平均雇用人員)） 

 

４．最近の業績等の推移 

（連結） 

期 別 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額 

 

平18.12期 

平19.12期 

百万円 

13,893 

16,099 

百万円 

599 

841 

百万円 

608 

861 

百万円 

158 

394 

百万円 

2,786 

3,828 

百万円 

13,173 

16,686 

（予 想） 

平20.12期 
17,710 1,101 1,005 572 － － 

(注)１．平18.12期から連結財務諸表を作成している。 

２．予想数値は、同社の提出資料による（以下同じ）。 

（単体） 

期 別 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額 

 

平15.12期 

平16.12期 

平17.12期 

平18.12期 

平19.12期 

百万円 

9,288 

10,908 

12,704 

13,888 

16,096 

百万円 

497 

614 

503 

600 

839 

百万円 

479 

600 

557 

630 

849 

百万円 

199 

320 

178 

179 

384 

百万円 

2,366 

2,635 

2,655 

2,784 

3,816 

百万円 

7,722 

10,758 

14,262 

13,142 

16,649 

（予 想） 

平20.12期 
17,700 1,101 1,000 570 － － 
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５．１株当たり数値 

当期純利益 種類 

期別 潜在株式調整前 潜在株式調整後 
純資産額 

配当金 

（中 間） 

  円 円 円 円 

連結 － － － 
平17.12期 

単体 260.56 － 4,389.31 
50.00（－） 

連結 264.85 － 4,643.71 
平18.12期 

単体 299.09 － 4,641.33 
50.00（－） 

連結 539.03 － 5,145.43 
平19.12期 

単体 524.64 － 5,129.35 
95.00（－） 

連結 148.04 － － （予 想） 

平20.12期 単体 147.29 － － 
22.00（－） 

 

【遡及修正後１株当たり数値(株式分割を考慮した修正数値）】 

当期純利益 種類 

期別 潜在株式調整前 潜在株式調整後 
純資産額 

配当金 

（中 間） 

  円 円 円 円 

連結 － － － 
平17.12期 

単体 52.11 － 877.86 
10.00（－） 

連結 52.97 － 928.74 
平18.12期 

単体 59.82 － 928.27 
10.00（－） 

連結 107.81 － 1,029.09 
平19.12期 

単体 104.93 － 1,025.87 
19.00（－） 

(注)１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数１株当たりの数値である。なお、予想数値は、公募株式数
900,000株を含めた4,620,000株を基に算出している。 

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数１株当たりの数値である。 
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平17.12期及び平18．12期は潜在株式が存在しないため
記載していない。平19.12期は新株予約権残高があるが、同社株式は非上場であり、期中平均株価の把握がで
きないため記載していない。 
４．同社は、平成20年３月４日付で、株式１株につき５株の株式分割を行っているため、当該株式分割に伴う
影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり数値を記載している。 

 

 

１．『新規上場会社概要』は、当取引所が新規上場会社を紹介するための資料であり、投資勧誘を目

的に作成されたものではありません。 

２．新規上場会社の「上場申請のための有価証券報告書」等を当取引所総務グループにおいて縦覧に

供しております。 

なお、内容等に関するお問い合わせは、 

株式会社名古屋証券取引所 自主規制グループ 上場監理担当 

ＴＥＬ ０５２－２６２－３１７４ 

ＦＡＸ ０５２－２６４－４７０２ 

mail－address （syoken＠nse.or.jp） 


